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１．四半期財務情報の作成等に係る事項       

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無

③ 連結及び持分法の連結範囲の異動の有無 ： 無

　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　連結子会社数　　９社　持分法適用非連結子会社数　　－社　持分法適用関連会社数　　６社

※ 本四半期決算は、未監査であります。

２．１９年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成１８年４月１日～平成１８年６月３０日）            

（１）経営成績（連結）の進捗状況 （単位：百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第１四半期

18年３月期第１四半期

（参考）18年３月期

円 銭 円 銭
19年３月期第１四半期

18年３月期第１四半期

（参考）18年３月期

（注） 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

（２）財政状態（連結）の変動状況                                  （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 ％ 円 銭
19年３月期第１四半期 73
18年３月期第１四半期 32
（参考）18年３月期 22
（注） 当第１四半期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計委員会平成17年12月9日企業会計基準第５号）により

記載しております。従前の算定方式によりますと当第1四半期の純資産は31,289百万円となります。

〔参考〕   
　 １９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）   

現段階におきましては、平成18年5月19日発表の業績予想に変更はありません。
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１．企業集団等の状況

　当社の企業集団（当グループ）は、当社（㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス）と子会社20社及び関連会社9社で構成され

ており、持株会社である当社を中心に、パソコンパーツ販売を中心とするパソコン関連製品販売事業、システムネットワ

ークの開発を中心とするシステム開発関連事業、不動産の売買仲介、鑑定評価、賃貸保証を中心とする不動産関連事

業、優良企業への投資、金融卸・商業手形再割引・総合リース業を中心とする金融・投資関連事業、ゴルフ用品・ヘル

スケア用品の販売を中心とするスポーツ用品等製造販売事業、販売促進を電話にて行うその他事業、等を当社企業グ

ループにおける中心事業としております。

　当第１四半期連結会計期間における、各事業に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次の通

りであります。

[パソコン関連製品販売事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[システム開発関連事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[不動産関連事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[金融・投資関連事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

[スポーツ用品等製造販売事業]

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

［その他事業］

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。

パソコン関連製品販売事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

システム開発関連事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

不動産関連事業
㈱イーマックス

㈱マイダス・アプレイザー

　 アンドギャランティー

金融・投資関連事業
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 連結子会社

㈱ジャスティス債権回収 連結子会社

㈱マイダスキャピタル 連結子会社

　その他13社

スポーツ用品等製造販売事業
マルマン㈱ 連結子会社

マルマンバイオ㈱ 連結子会社

　その他１社

その他の事業

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター連結子会社

商品・サービスの流れ

Ｇ
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２．業績の概要
　当四半期連結会計期間の概要

　当第１四半期におけるわが国経済は、依然として原油価格の高騰や金利の上昇等懸念材料はあるものの、企業収

益の好業績を背景に国内設備投資の拡大や個人消費の改善等により、景気は好調を維持したまま推移しております。

　このような状況の中、当社グループでは、不動産関連事業に属します㈱イーマックスおよび金融・投資関連事業に属

します㈱ジャスティス債権回収において、積極的に出店を行い事業拡大を図りました。また、不動産関連事業に属しま

す㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティーにおいては、既存の不動産鑑定事業だけでなく、昨年立ち上げました

賃貸保証事業も順調に推移いたしました。

　以上のことから、当第１四半期の当社グループの連結売上高は、8,639百万円（前年同期比50.1％増）、連結営業利

益1,346百万円（前年同期比57.7％増）、連結経常利益1,542百万円（前年同期比99.8％増）、連結当期純利益1,172百

万円（前年同期比46.0％増）となりました。

　当四半期連結会計期間におけるセグメント別活動状況と売上高及び営業利益は次のとおりです。事業区分は、内部

管理上採用している区分によっております。

〔パソコン関連製品販売事業〕

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのＤＩＹ事業部がパソコン用パーツ及びパソコン関連製品の販売を

行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は904百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は14百万円

（前年同期比61.1％減）となりました。

〔システム開発関連事業〕

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのストラテジィ事業部がコンピューターの法人向け販売、ネットワー

クの構築をはじめとするソリューション・ビジネス及びサポート・サービス、ソフトウェアの開発等を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は852百万円（前年同期比39.0％増）、営業利益は125百万

円（前年同期比4.5％減）となりました。

〔不動産関連事業〕

　当事業においては、㈱イーマックスが不動産の売買、賃貸及びそれらの斡旋並びに不動産の管理、その他不動

産に関する各種事業を行っております。また、㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティーが不動産の物件調査

、評価査定・鑑定及び賃貸保証業務を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は3,416百万円（前年同期比166.1％増）、営業利益は529百

万円（前年同期比536.7％増）となりました。

〔金融・投資関連事業〕

　当事業においては、㈱T・ZONEキャピタルが優良企業への投資を行っており、理研ビタミン㈱、ビオフェルミン製

薬㈱、佐藤食品工業㈱、ミヤコ㈱の筆頭株主となっております。また、日本管財㈱、エステー化学㈱、㈱大田花き

においても第２位の大株主となっております。また、㈱ジャスティス債権回収においては債権回収ビジネスをはじ

め、企業再生・再建ビジネス、債権流動化におけるバックアップサービサービジネスを行っております。また、㈱マ

イダスキャピタルは、金融卸・商業手形再割引業・総合リース業を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は1,054百万円（前年同期比86.5％増）、営業利益は670百万

円（前年同期比197.7％増）となりました。

〔スポ－ツ用品等製造販売事業〕

　当事業においては、マルマン㈱がゴルフ用品の販売を行っております。また、マルマンバイオ㈱においては、

健康食品事業を行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は2,171百万円（前年同期比9.0％減）、営業利益は38百万円

（前年同期比91.3％減）となりました。

［その他事業］

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが電話による健康食品、保険、賃貸保証などの販売促進事業を

行っております。

　この結果、当四半期連結会計期間における売上高は237百万円、営業利益は37百万円となりました。
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四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）
期　　別

科　　目

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 （ ） （ ) （ ）

１． 現金及び預金

２． 商業手形

３． 受取手形及び売掛金

４． 営業貸付金

５． 買取債権

６． 営業投資有価証券

７． たな卸資産

８． 前渡金

９． 繰延税金資産

１０． その他

貸倒引当金

Ⅱ 固定資産 （ ） （ ) （ ）

１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 建物及び構築物

（2） 機械装置及び運搬具

（3） 土地

（4） その他

２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 商標権

（2） 連結調整勘定

（3） その他

３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )

（1） 投資有価証券

（2） 出資金

（3） 差入敷金及び保証金

（4） 預け金

（5） 長期未収入金

（6） 繰延税金資産

（7） その他

貸倒引当金

Ⅲ 繰延資産 ( ) ( ) ( )

新株発行費

資産合計

46.8

40,712

679

108

69

251

－

42,120

0.3 321

要約連結貸借対照表

43,479

4,440

90,516

1.11,036

－

0.1

－

46.5

1,068

44,623

－

－

100

134

1,057

260

－

586

66,090

263

0

4

100.0

4.1

1.8

0.7

－

69

118

0.1

6,155

100.0

56

1,038

167

1

151

2,710

1,212

119

770

18

84

1,326

0.1

△ 416

69

100.0

56

－

連結会計期間末 連結会計期間末

△ 335

構成比
（平成17年６月30日現在）

前第１四半期

金　　額

4,380

95.8

構成比

63,310

－

1,085

前連結会計年度

金　　額
（平成18年６月30日現在）

金　　額 構成比

51.9

－

1,115

8,495

266

505

1,889

1,079

△ 105

1.6

303

211

194

43,251

314

97

△ 101

48.2

92,535

1.1

△ 408

69

－

586

199

79

41,578

30,455

47,855

69

0.4

511

7,700

48.0

427 457

46,968

7,009

51.7

7,598

459

6,029

465

7,920

3,474

7,591

3,566

7,365

839

（平成18年３月31日現在）

7,566

10,299

8,979

△ 93

142

84

664

11,601

当第１四半期



（単位：百万円）
期　　別

科　　目

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )

１． 支払手形及び買掛金

２． 短期借入金

３． 未払金

４． 未払法人税等

５． 債務保証損失引当金

６． 繰延税金負債

７． その他

Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )

１． 長期借入金

２． 製品保証引当金

３． 繰延税金負債

４． その他

負債合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 為替調整勘定

Ⅵ 自己株式

資本合計

負債、少数株主持分及び資本合計

（純資産の部）
Ⅰ 株主資本 ( ) ( ) ( )

１． 資本金
２． 資本剰余金
３． 利益剰余金
４． 自己株式

Ⅱ 評価・換算差額等 ( ) ( ) ( )
１． その他有価証券評価差額金

２． 為替換算調整勘定
Ⅲ 少数株主持分 ( ) ( ) ( )

純資産合計
負債及び純資産合計

18.8

－

－

－

92,535 －
48,647

前連結会計年度

－
－

－

△ 27

3.2

5

－ 52.6
100.0

17,358
0.1

（平成18年３月31日現在）

22

構成比

30,558 33.8

2,227

25,412

－

－
－

－

－

6,109

－ 3.3

8.1

6,109

連結会計期間末

31,054

6,423

3,008

△ 43
11.2

81

△ 0.0
3,089

10,356

90,516

－

－
－

－

19.3

83

△ 0.0

－

3.6

924

6.7

－

－

3.3

△ 0.0

100.0

－ －

43,888

－

－

－

47.4

5,379

588

418

4,640

11,884

21

2,311

12,106

2,272

55.1

587

当第１四半期

（平成17年６月30日現在）

2,218

203

－

金　　額

22

553

金　　額 構成比

－

665

8,964

34

25,388

685

12.8

32,003

27,920

前第１四半期

2,271

構成比

連結会計期間末

17.9

35.2

705

47.0

9.7

36,434

2,188

4.8

11,777

3,184

591

486

（平成18年６月30日現在）

1,631

34.6

21

707

9,223

619

100.0

17,504

47.2

要約連結貸借対照表

645

9,184 10.1

13.011,777

13.4

42,664

6,109

－

－

9.2

23,231

－

－

66,090

3,235

33.530,347

金　　額

－

△ 43

0.1

－
－

11,777

30.5
6.6

12.7

28,200



（２）四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 （ ） （ ） （ ）

Ⅱ 売上原価 （ ） （ ） （ ）

売上総利益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

営業利益

Ⅳ 営業外収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取利息

２． 受取配当金

３． 受入利益金

４． 持分法による投資利益

５． 連結調整勘定償却

６． 雑収入

Ⅴ 営業外費用 （ ） （ ） （ ）

１． 支払利息

２． 支払手数料

３． 証券代行手数料

４． 新株発行費償却

５． 為替差損

６． 雑損失

経常利益

Ⅵ 特別利益 （ ） （ ） （ ）

１． 固定資産売却益

２． 償却債権取立益

３． 貸倒引当金戻入益

４． 関係会社株式売却益

５． 持分変動利益

６． 匿名組合投資利益

７． その他

Ⅶ 特別損失 （ ） （ ） （ ）

１． 前期損益修正損

２． 固定資産処分損

３． 債権流動化費用

４． その他

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

四半期当期純利益

－

0

3.5

△ 0.1

966

6

196

△4.1 △ 6

△0.0

－

0

－

－

要約連結損益計算書連結会計期間

0

2

28

1,542

6

4 3

－

163

－

30

0.0

13.4

59

7

0

18

3,723

12

610

8,761

119

1

62

－

86

3,218

－

40

214

55

0.1

－

0.9

0

0

17.9

－

14.9

100.0

百分比

5,158

62

17.8

－

自　平成17年４月 １日

0

37.0

当第１四半期

34.4

前第１四半期
連結会計期間

－

0

－

－

3.4

0.0

0

1,542

0.2

2,127

3,628 65.65,668

2,970

3.8

至　平成18年６月30日

1,346 15.6

1,624

自　平成18年４月 １日

－

7

337 2.3

13.7

10,764

17.0

30.7

0

853

771

95 141

110

0.2

0

13

0

－

0

13.2

300

△2

802 13.9

76

10.6

19.31,172

405

6,779

－

13

14.7

13.6

△238 1.7

2.8

25.0758

0

0.3

1.2

至　平成18年３月31日
金　　額百分比

22.11,274 5,952

24,305

18.8

前連結会計年度

13

－

－

－

0

－

－

－

13

－

5,756

金　　額
至　平成17年６月30日

69.3

自　平成17年４月 １日

金　　額

100.035,070100.08,639

百分比

0

0

4,812

44

790

63.0

1.3

53

444

－

683

6221

274

1.61.7

316



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１． 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項 １． 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社 (1) 連結子会社 (1) 連結子会社

㈱T・ＺＯＮＥキャピタル ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ
日本アプレイザー㈱ ㈱マイダス・アプレイザー ㈱マイダス・アプレイザー
マルマン㈱ 　　　　　　　アンドギャランティー 　　　　　　　アンドギャランティー
㈱ジャスティス債権回収 マルマン㈱ マルマン㈱
㈱イーマックス ㈱ジャスティス債権回収 ㈱ジャスティス債権回収
㈱マイダスキャピタル ㈱イーマックス ㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル
㈱T・ＺＯＮＥコールセンター ㈱T・ＺＯＮＥコールセンター
マルマンバイオ㈱ マルマンバイオ㈱

(2) 主要な非連結子会社等 (2) 主要な非連結子会社等 (2) 主要な非連結子会社等
㈱バックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項
(1) (1) (1)

ビオフェルミン製薬㈱ ２社 ビオフェルミン製薬㈱ ６社 ビオフェルミン製薬㈱ ６社
佐藤食品工業㈱ 佐藤食品工業㈱ 佐藤食品工業㈱

理研ビタミン㈱ 理研ビタミン㈱
日本管財㈱ 日本管財㈱
ミヤコ㈱ ミヤコ㈱
マルマンコリア㈱ マルマンコリア㈱

至　平成18年３月31日

前連結会計年度

同左 同左

同左

前第１四半期連結会計期間

子会社のうち下記の９社を連結
しております。

自　平成17年４月 １日

なお、㈱バックオフィスサービス
は、㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィス
サービスに社名変更しておりま
す

自　平成17年４月 １日

日本アプレイザー㈱は、平成17
年８月１日付けで社名を㈱マイ
ダス・アプレイザーアンドギャラ
ンティーに変更いたしました。

子会社の㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセ
ンターが販売促進を電話にて行
うコールセンター事業を開始し、
当期下期より連結範囲に含め
ております。

連結調整勘定相当額について
は、定額法により10年で償却し
ております。

持分法適用関連会社

当第１四半期連結会計期間

至　平成17年６月30日

子会社のうち下記の７社を連結
しております。

持分法適用関連会社

非連結子会社等はいずれも小
規模であり、総資産、売上高、
当期純損益及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれ
も連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

子会社のうち下記の９社を連結
しております。

至　平成18年６月30日
自　平成18年４月 １日

また、平成18年３月１日付けで
マルマン㈱のヘルスケア事業
部が分社化独立し、マルマンバ
イオ㈱となり連結対象子会社と
なりました。

同左

持分法適用関連会社
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(2) (2) (2)

㈱バックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス ㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

３． ３． ３．

７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収 ７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収 ７月31日・・・㈱ジャスティス債権回収
㈱イーマックス ㈱イーマックス ㈱イーマックス
㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル ㈱マイダスキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター ㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱
マルマンバイオ㈱ マルマンバイオ㈱

４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項
(1) (1) (1)

①たな卸資産 ①たな卸資産 ①たな卸資産
ａ） 商品 ａ） 商品 ａ） 商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・
移動平均法による原価法 同左 同左

マルマン㈱・・・ マルマン㈱、マルマンバイオ㈱・・・ マルマン㈱、マルマンバイオ㈱・・・

総平均法による原価法 同左 同左
b） 販売用不動産 b） 販売用不動産 b） 販売用不動産

㈱イーマックス・・・ ㈱イーマックス・・・ ㈱イーマックス・・・
個別法による原価法 同左 同左

c） 製品・原材料 c） 製品・原材料 c） 製品・原材料
マルマン㈱・・・ マルマン㈱・・・ マルマン㈱・・・

総平均法による原価法 同左 同左
d） 仕掛品 d） 仕掛品 d） 仕掛品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・
個別法による原価法 同左 同左

マルマン㈱・・・ マルマン㈱・・・ マルマン㈱・・・
総平均法による原価法 同左 同左

e） 仕掛不動産 e） 仕掛不動産 e） 仕掛不動産
㈱イーマックス・・・ ㈱イーマックス・・・ ㈱イーマックス・・・

個別法による原価法 同左 同左

自　平成18年４月 １日 自　平成17年４月 １日

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

持分法を適用していない非連結
子会社等はいずれも小規模で
あり、総資産、売上高、当期純
損益及び利益剰余金（持分に
見合う額）等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

至　平成17年６月30日 至　平成18年６月30日 至　平成18年３月31日

Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資事業
組合については、組合の純資
産及び収益・費用を当社の出資
持分割合に応じて計上している
ため、持分法の適用から除外し
ております。

連結財務諸表の作成に当たっ
ては連結決算日現在実施した
仮決算に基づく財務諸表を使
用しております。なお、その他の
連結子会社の事業年度の末日
は連結決算日と一致しておりま
す

同左

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＣファンド投資事
業有限責任組合およびＴ・ＺＯＮ
Ｅ　ＶＩファンド投資事業組合等
については、組合の純資産及
び収益・費用を当社の出資持
分割合に応じて計上しているた
め、持分法の適用から除外して
おります。

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

同左同左

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期連
結決算日と一致しております。

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期
連結決算日と一致しておりま
す

連結子会社の決算日は、以下
の会社を除き連結決算日と一
致しております。

自　平成17年４月 １日

重要な資産の評価基準及び評
価方法

重要な資産の評価基準及び評
価方法

四半期連結財務諸表の作成に
当たっては四半期連結決算日
現在実施した仮決算に基づく四
半期財務諸表を使用しておりま
す。

同左

重要な資産の評価基準及び評
価方法
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前連結会計年度

連結子会社の事業年度等に関
する事項



②有価証券 ②有価証券 ②有価証券
a) a) a)

持分法

b) b) b)

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) (2) (2)

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産
定率法 定率法 定率法

a) 5～47年 a) 3～47年 a) 3～47年
b) 2～20年 b) 2～20年 b) 2～20年
②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産

定額法 定額法 定額法

(3) 繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法
新株発行費 新株発行費 新株発行費

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金

a） 一般債権 a） 一般債権 a） 一般債権

b） b） b）

同左

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

同左

なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

同左

同左 決算期末日の市場価格等
に基ずく時価法（評価差額
は全部資本直入法により処
理し、売却原価は、移動平
均法により算定）

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

9

建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物

同左

有形固定資産その他有形固定資産その他

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、

同左

貸倒懸念債権及び破
産更生債権等

貸倒懸念債権及び破
産更生債権等

同左

同左

同左

同左

自　平成17年４月 １日
至　平成18年３月31日

同左

同左

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

有形固定資産その他

貸倒実績率により、回
収不能見込額を計上し
ております。

３年間で毎期均等額以上を
償却する方法によっており
ます。

前連結会計年度

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

同左

同左

当第１四半期連結会計期間
自　平成17年４月 １日 自　平成18年４月 １日
至　平成17年６月30日

前第１四半期連結会計期間

個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額
を計上しております。

貸倒懸念債権及び破産
更生債権等

関係会社株式（営業投資有
価証券を含む）

持分法による営業投資損益
を営業損益の区分に計上
することとしております

四半期連結決算日の市場
価格等に基ずく時価法（評
価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定）

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採
用しております。

なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

なお、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額
法。

同左

至　平成18年６月30日



(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法

(6) (6) (6)

(7) (7) (7)

①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理
税抜処理によっております。

②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

前第１四半期連結会計期間 前連結会計年度当第１四半期連結会計期間
自　平成17年４月 １日
至　平成18年３月31日

自　平成17年４月 １日 自　平成18年４月 １日
至　平成17年６月30日

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

同左

同左

同左

連結調整勘定の償却に関する
事項

同左

連結納税制度の採用をして
おります。

至　平成18年６月30日

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

連結調整勘定の償却に関する
事項

連結調整勘定の償却に関する
事項

連結調整勘定は、５年間で均等
償却しておりますが、金額が僅
少な場合は、発生年度に全額
償却しております。

同左

同左

同左

同左
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注記事項
（四半期連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額
百万円 有形固定資産 百万円 有形固定資産 百万円

その他 百万円 その他 百万円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産
　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産

商業手形 百万円 預金 百万円 預金 百万円
営業貸付金 百万円 商業手形 百万円 商業手形 百万円
営業投資有価証券 百万円 営業貸付金 百万円 営業貸付金 百万円
たな卸資産 百万円 営業投資有価証券 百万円 営業投資有価証券 百万円
建物及び構築物 百万円 たな卸資産 百万円 たな卸資産 百万円
土地 百万円 建物及び構築物 百万円 建物及び構築物 百万円
計 百万円 土地 百万円 土地 百万円

有形固定資産「その他」 2 百万円 有形固定資産「その他」 2 百万円
投資有価証券 百万円 投資有価証券 百万円
計 百万円 百万円

　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務
短期借入金 百万円 短期借入金 百万円 短期借入金 百万円
長期借入金 百万円 長期借入金 百万円 長期借入金 百万円
計 百万円 計 百万円 計 百万円

また、商業手形の流動化を行ってお また、商業手形の流動化を行ってお また、商業手形の流動化を行ってお
り、譲渡担保付借入として会計処理 り、譲渡担保付借入として会計処理 り、譲渡担保付借入として会計処理
しております。 しております。 しております。
上記の担保に供している資産には、 上記の担保に供している資産には、 上記の担保に供している資産には、
この流動化によるものが商業手形に この流動化によるものが商業手形に この流動化によるものが商業手形に
3，446百万円含まれております。さら 5,286百万円含まれております。さら 5,569百万円含まれております。さら
に、この流動化に関連し、投資その他 に、この流動化に関連し、投資その他 に、この流動化に関連し、投資その他
の資産「その他」に212百万円が留保 の資産「預け金」に631百万円が留保 の資産「預け金」に621百万円が留保
されております。 されております。 されております。

※３．非連結子会社株式及び関連会社株式 ※３．非連結子会社株式及び関連会社株式 ※３．非連結子会社株式及び関連会社株式

投資有価証券（株式） 投資有価証券（株式） 投資有価証券（株式）
百万円 百万円 百万円

営業投資有価証券（株式） 投資有価証券（その他） 投資有価証券（その他）
百万円 百万円 百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要
な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。 ります。 ります。
給与手当 百万円 給与手当 百万円 給与手当 百万円
販売促進費 百万円 販売促進費 百万円 販売促進費 百万円
支払手数料 百万円 支払手数料 百万円 支払手数料 百万円
減価償却費 百万円 減価償却費 百万円 減価償却費 百万円

※２．固定資産処分損の内訳は次のとお ※２． ※２．固定資産処分損の内訳は次のとお
りであります。 りであります。
建物及び構築物 7 百万円 建物及び構築物 16 百万円
機械装置及び運搬具 0 百万円 機械装置及び運搬具 1 百万円
有形固定資産その他 6 百万円 有形固定資産その他 8 百万円
計 13 百万円 無形固定資産その他 28 百万円

計 55 百万円

1,196

40,262

2
308

前連結会計年度当第１四半期連結会計期間

705

4,906

327
186

1,056
9,644

7,884

6,031
4,089

計

104

前第１四半期連結会計期間

8,068

自　平成17年４月 １日
至　平成17年６月30日

6,116
1,666

至　平成18年６月30日

前連結会計年度末前第１四半期連結会計期間末 当第１四半期連結会計期間末

9,451

7,094

12,615
3,164

22,083

31,224
8,438

22,786

136

45,696

至　平成18年３月31日

886

1,643
878

518
206
218

279

11

（平成18年３月31日現在）

自　平成18年４月 １日

305

（平成18年６月30日現在）

自　平成17年４月 １日

167

1,105

39,486

26,128

1

8,919

5,921
137
167

14,586

17,209

6,186

35,090

64

1,591

258

19

20,210

（平成17年６月30日現在）

390
213
132
15



（セグメント情報）

前第１四半期連結会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年６月30日）　

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計

営業費用

営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・パソコン用パーツ及びパソコン関連製品の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、

卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、72百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

  ２．所在地別セグメント情報
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当第１四半期連結会計期間　(自　平成18年４月１日　　至　平成18年６月30日）　

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
売上高
（1）外部顧客に対する売上高
（2）セグメント間の内部売上高
    又は振替高

計
営業費用
営業利益

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・不動産賃貸仲介、不動産鑑定評価・賃貸保証事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、

卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・・・・・販売促進を電話にて行うコールセンター事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、64百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

  ２．所在地別セグメント情報
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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前連結会計年度　(自　平成17年４月１日　　至　平成18年３月31日）　

  １．事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
売上高
（1）外部顧客に対する売上高
（2）セグメント間の内部売上高
    又は振替高

計
営業費用
営業利益

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、

卸金融・商業手形再割引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・・・・・販売促進を電話にて行うコールセンター事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、287百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

追加情報
（事業区分の新設）
その他事業の新設

その他事業は、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが行っている事業であります。

  ２．所在地別セグメント情報
  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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（有価証券）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
　

（1）株式

（2）債券

（3）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円）

その他有価証券
　 非上場株式

21,521

－

5,39316,127

－ －

当第１四半期連結会計期間末

（百万円）

119

差額

（平成18年６月30日現在）

差額

連結貸借対照表計上額

連結貸借

対照表計上額

（平成18年３月31日現在）

5,936

対照表計上額

－

取得原価

5,554 7,700

対照表計上額

－

－

5,554

－

－－

5,936 7,566

（平成18年３月31日現在）

119

（百万円）（百万円）

－

連結貸借対照表計上額

2,1467,700

（平成18年６月30日現在）

－ －

前連結会計年度末

差額

1,629

連結貸借

－－

2,1461,629

取得原価

－

（平成17年６月30日現在）

16,127 21,521 5,393

－－

前第１四半期連結会計期間末

－

14

114

連結貸借

連結貸借対照表計上額

（平成17年６月30日現在）
当第１四半期連結会計期間末前第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

取得原価

7,566



（重要な後発事象）

１． 固定価格取引による自己株式の取得について
　当社は、平成18年7月18日にお知らせいたしました自己株式の取得につきまして、平成18年7月19日に下記のと
おり実施いたしました。

(１)取得理由　 会社法第165条第2項の規定に基づく自己株式の取得
(２)取得した株式の種類 当社普通株式
(３)取得した株式の総数 2,300,000株
(４)取得価格 １株につき　1,980　円
(５)取得総額 4,554,000,000　円
(６)取得した日 平成18年7月19日
(７)取得方法 株式会社ジャスダック証券取引所の自己株式取得のための固定価格取引による買付け

【ご参考】
(１)平成18年7月18日開催の取締役会における決議内容

①取得する株式の種類 当社普通株式
②取得する株式の総数 2,300,000株（上限）
③株式の取得価格の総額 4,554,000,000円（上限）
④自己株式取得の日程 平成18年7月19日

(２)平成18年7月19日時点の自己株式保有状況
①発行済株式総数 33,137,822株
②自己株式数   2,315,684株

２． 固定価格取引による自己株式の取得について
　当社は、平成18年7月28日にお知らせいたしました自己株式の取得につきまして、平成18年7月31日に下記のと
おり実施いたしました。

(１)取得理由　 会社法第165条第2項の規定に基づく自己株式の取得
(２)取得した株式の種類 当社普通株式
(３)取得した株式の総数 701,300株
(４)取得価格 １株につき　1,974　円
(５)取得総額 1,384,366,200　円
(６)取得した日 平成18年7月31日
(７)取得方法 株式会社ジャスダック証券取引所の自己株式取得のための固定価格取引による買付け

【ご参考】
(１)平成18年7月28日開催の取締役会における決議内容

①取得する株式の種類 当社普通株式
②取得する株式の総数 701,300株（上限）
③株式の取得価格の総額 1,400,000,000円（上限）
④自己株式取得の日程 平成18年7月31日

(２)平成18年7月31日時点の自己株式保有状況
①発行済株式総数 33,137,822株
②自己株式数   3,016,995株
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